
　現下の物価高騰への対応を講じながら事業成果に重点をおき、新たな施策等も踏まえた積極的な財

政運営を図りつつ、「強い経済」の構築、全世代型社会保障の構築、子ども・子育て政策を含む人口減

少対策、質の高い公教育の再生などを掲げた国の動向も踏まえ、本市が抱える社会的課題の解決を図

るため、子育て支援や高齢者支援、産業振興・経済活性化、デジタル技術を活用した市民幸福度の上

昇等に関連する事業を優先して編成いたしました。

予算編成の考え方
02　予算編成／令和 8 年度予算概要02　予算編成／市の財政状況

令和８年度予算規模
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※一般会計に特別会計、事業会計を加えた総額
（前年比：6.0% 減・12 億 6,989 万円減）

198 億 1,292 万 3千円
◎会計別予算内訳

会計名 令和 8 年度予算額 令和 7 年度予算額 増減額 増減率

一般会計 134 憶 700 万円 145 億 6,700 万円 ▲ 11 億 6,000 万円 ▲ 8.0％

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 22 億 4,515 万 3 千円 22 億 5,060 万 8 千円 ▲ 545 万 5 千円 ▲ 0.2％

後期高齢者医療特別会計 3 億 2,922 万 3 千円 2 億 9,353 万 3 千円 3,569 万円 12.2％

交通災害共済特別会計 555 万 3 千円 543 万円 12 万 3 千円 2.3％

介護保険特別会計 21 億 6,033 万 1 千円 22 億 2,667 万 2 千円 ▲ 6,634 万 1 千円 ▲ 3.0％

老人保健施設特別会計 6 億 9,974 万 5 千円 7 億 1,682 万 7 千円 ▲ 1,708 万 2 千円 ▲ 2.4％

地方卸売市場特別会計 351 万 6 千円 291 万 7 千円 59 万 9 千円 20.5％

小計 54 億 4,352 万 1 千円 54 億 9,598 万 7 千円 ▲ 5,246 万 6 千円 ▲ 1.0％

事
業
会
計

水道事業会計 4 億 8,286 万 1 千円 4 億 6,967 万 2 千円 1,318 万 9 千円 2.8％

病院事業会計 4 億 1,918 万 6 千円 4 億 9,302 万 3 千円 ▲ 7,383 万 7 千円 ▲ 15.0％

漁業集落排水処理施設事業会計 6,035 万 5 千円 5,713 万 1 千円 322 万 4 千円 5.6％

小計 9 億 6,240 万 2 千円 10 億 1,982 万 6 千円 ▲ 5,742 万 4 千円 ▲ 7.0％

合計 198億 1,292 万 3 千円 210 億 8,281 万 3 千円 ▲ 12 億 6,989 万円 ▲ 6.0％

　垂水市ではこれまで、ふるさと納税の増額や人件費の削減、財政改革プログラムによる事務事業

の見直し等に取り組んだ結果、貯金の増加と借金の減少、自主財源比率の増加、将来負担比率の減

少を実現してきました。同時に、事業効果の検証に基づき経費の抑制を図り、持続可能な財政基盤

の安定化に努める等、限られた財源を最大限に有効活用してまいります。

市の財政状況、貯金と借金のこれまで

市債 臨時財政対策債を除く市債借金 財政調整基金やふるさと応援基金などの各基金の合計貯金
※臨時財政対策債は、本来交付されるべき地方交付税の振替として発行されるもので、元利償還金は100％交付税措置される。
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最大差
105.3 億円

現在差 8.3 億円

H16年と
Ｒ７年見込を比較

97億円改善
（105.3 億円－8.3億円）

H19 H22 H25 H30 Ｒ6 Ｒ7

地方自治体の総収入に占める独自収入（市税、寄附金、繰入金、繰越金など）の割合を表すもの。自主財源比率
地方公共団体の借入金などの負債の大きさを、同地方公共団体の財政規模に対する割合で表すもの。将来負担比率

自主財源（当初予算）と将来負担（決算）の推移
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※将来負担比率は決算後に算出されるため、令和7年度以降は表記しておりません。

自主財源比率
22.4ポイント増
（47.5％－25.1%）
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将来負担比率
224.1ポイント減
（174.1％－（－）50%）

H19年と
Ｒ6 年を
比較

比率が高いほど
 独自収入の割合が高い

比率が低いほど将来の
 財政圧迫のリスクが低い
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